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本研究は、新たな技術や開発手法を採用する変革プロジェクトを対象としている。目的は、変革プロジェ

クトにおけるプロジェクトメンバーの不適応やユーザーの抵抗に対する効果的な対処方法を得ることであ

る。

論文は、 6章から構成されている。第 1章は、情報技術が急速に進歩する状況など、研究の背景を説明し、

変革プロジェクトにおける課題と研究の目的を明確にしている。

第 2章では、第 l章で取り上げた課題を整理し、現在までどのような研究がおこなわれてきたかを明らか

にするとともに、先行研究と本研究の違いについて述べている。

プロジェクトメンバーが変革不適応になる原因とその対処方法について検討している。具体第 3章では、

的には、変革プロジェクト経験者にアンケートを実施し、共分散構造分析による検証を実施している。それ

により変革不適応の原菌が f未来指向j、「現在指向j、「過去指向jにあることを確認している。また変革不

適応への対処方法として、「チーム不統一感jを弱めること、「配属納得感jを高めることが重要であること

を見出している。

第 4章では、倍々のプロジェクトメンバーの変革不適応がプロジェクト全体に及ぼす影響を確かめるため

に、変革プロジ、ヱクトにおいてプロジェクトマネジャーを経験した人へのインタピ、ユー結果を用いてマルチ

エージェントシミュレーションのモデルを作成している。そのシミュレーション結果により、現状に固執す

プロジェクト全体の方向る変革不適応メンバーや変革不適応プロジェクトマネジャーが少人数であっても、

性共有が進まないことを見出している。また、方向性共有のためには、多様な特性を持ったプロジェクトマ

ネジャーをバランスよく配置することが有効であることをシミュレーションにより確認している。

第5章では、変革プロジェクトが生み出す成果の導入により影響の受けるユーザーの抵抗について検討し

ている。具体的には、変革プロジェクトの代表例として ERP導入プロジェクトをとりあげ、ユーザーの新

IB KPI比較をプロジェクト構想段階において実施し、抵抗を事前に予測するツールとして、新!日 KPI比較ワー

クシートと利用ガイドラインを作成している。また試行結果を変革プロジ、エクトのチェンジエージェント経
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験者に評価してもらい、有効性を確認している。

第 6章では、本研究の結論をプロジェクトマネジメント方法論に新たな具体的方法を提示するものとして

まとめ、その学術的貢献と実務的貢献を明確にし、今後さらに本研究を発展させるための課題について述べ

ている。

審査の結果の要旨

プロジェクトは、変化する環境に適応するために実施されることが多い。そのためプロジェクトメンバー

やユーザーは新しい技術や仕事の仕方に適応することが求められる。しかしながら、そのような変化に対応

できず、変革不適応となるメンバーやユーザーが発生する。これら変革不適応になるメンバーやユーザーは

組織の中で一定の役割を果たしているが、その割合が多くなりすぎるとプロジェクトの失敗につながる。本

論文は、そのような変革不適応メンバーやユーザーに着目したものであり、社会のニーズにも合致したテー

マと言える。

そして本研究では、①変革プロジェクト経験者へのインタビュー、アンケートを通じてその原因を分析、

②マルチエージェントシミュレーションを用いて、変革不適正、メンバーが組織の方向性共有に与える影響を

分析、③新18KPIを比較することにより、ユーザーの抵抗を予測するツールを開発している。これらは特

筆すべき研究成果と評価できる。

一方、今回のアンケート対象はプロジェクトの開発経験者のみであり、対象をユーザー慨に広げる余地が

あること、マルチエージェントシミュレーションの結果と実際のプロジェクト組織の動きを定量的に評価す

るなどが課題として残されている。

以上、一部に課題は残されているものの、本学位論文は著者の実務家とての問題意識に裏付けされたもの

であり、研究内容は、博士(システムズ・マネジメント)を授与するに十分なものと判断する。

論文審査委員会による最終試験を平成 24年9月3日に実施し、全員一致で合格と判定した。

よって、著者は博士(システムズ・マネジメント)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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